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本研究は，不確実な劣化過程を有する道路舗装の最適調査・補修政策を決定する方法論を提案する．道路舗

装の劣化過程には多大な不確実性が存在するが，路面性状調査により調査時点における舗装の劣化状態を確定

的に把握できる．道路管理者は，路面性状調査を実施することにより，調査時点において舗装の補修を実施す

べきか否かに関して，より正確な情報に基づいて意思決定を行うことができる．本研究では，路面性状調査の

経済便益をリアルオプション価値として評価するとともに，期待ライフサイクル費用を最小にするような最適

調査間隔と補修政策を同時に決定する最適調査・補修モデルを提案する．適用事例では，高速道路の路面性状

調査を対象として，本研究で提案するモデルの有効性を実証的に検証する．
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1. はじめに

道路舗装の劣化過程には多くの不確実性が介在して

おり，将来時点における舗装の劣化状態を確定的に予想

することは困難である．このような舗装の劣化過程の

不確実性を考慮した統計的劣化予測モデルとして，マ

ルコフ劣化モデル等が提案されている1)−7)．統計的劣

化予測モデルを用いることにより，実際の路面性状調

査結果に基づいて，現実の実態に即して劣化過程を予

測することが可能となった．その結果，舗装構造や舗

装材料，補修方法のライフサイクル費用評価の信頼性

が向上した.

ライフサイクル費用に基づいた補修政策に関する分

析は，ネットワークレベルにおける予算計画や補修基準

の設定等,個別の道路区間を集計化したマクロなレベル
における補修政策に関する情報を提供する．しかし，個

別区間におけるミクロな補修政策を検討する場合，個々

の路面性状に関する具体的な健全度に基づいて補修方

法や補修時期を検討することが必要である．多くの外

的要因が舗装の劣化過程に影響を及ぼすため，個別道

路区間の舗装の劣化過程を確定的に予測することは極

めて困難である．このため，道路舗装の維持補修の有

無を決定するためには，路面性状調査等により舗装の

健全度をモニタリングすることが不可欠となる．

舗装の健全度情報を獲得するためには，路面性状調

査費用や交通規制等による社会費用が発生する．モニ

タリング費用を抑制するためには，路面性状調査の実

施頻度を減少させることが望ましい．一方，時間の経

過にともなって，舗装の健全度に関する不確実性が増

加する．道路管理者が道路舗装のサービス水準に対し

て一定のリスク管理水準を設定する場合，時間が経過

するほどリスク管理水準を達成できないリスクが増加

する．さらに，舗装の劣化状態が進展し，舗装の補修

費用が増加する可能性もある．したがって，道路管理

者が設定する舗装サービス水準に関する所与のリスク

管理水準の下で，補修費用，社会的費用，モニタリン

グ費用で構成されるライフサイクル費用の最小化を達

成するような調査間隔や舗装の補修戦略を求めるため

の方法論が必要となる．

以上の問題意識の下で，本研究では，舗装の劣化過程

をマルコフ劣化モデルで表現するとともに，所与のリ

スク管理水準の下でライフサイクル費用を最小にする

ような調査間隔と補修政策を同時に決定するマルコフ

決定モデル (以下，最適調査・補修モデルと呼ぶ) を定
式化する．以下，2. で本研究の基本的な考え方を説明

する．3. で，最適調査・補修モデルを定式化する．4.
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で，追加調査を考慮した拡張モデルを定式化する．5.

で路面性状調査の経済便益について考察し，6. におい

て，実際の高速道路を対象とした実証分析事例を示す．

2. 本研究の基本的な考え方

(1) 従来の研究概要

土木施設の維持・補修方法として，1)時間依存的ルー
ル，2) 状況依存的ルールという 2種類の補修戦略を考
えることができる．時間依存的ル－ルは，一定の時間

間隔を経て定期的に土木施設の維持更新を実施する方

法である．たとえば，照明施設等の道路付帯施設のよ

うに，数多くの小規模の設備で構成されているような

設備・機器システムや，管路等の地中埋設物のように

維持管理費用に調査費用が占める割合が高くなるよう

な土木施設に関しては，定期調査を実施せず，土木施

設の劣化状態に関わらず定期的に土木施設や設備を更

新するという時間依存的ルールを適用することが望ま

しい．一方，劣化過程に多大な不確実性が存在する場

合，土木施設の劣化状態に依存して補修政策を決定す

るという状況依存的ルールを採用することが望ましい．

本研究では，道路舗装の劣化過程の不確実性に着目し，

状況依存的ルールを用いた調査・補修政策を求める方

法論を提案する．

破壊や故障がある定常的な確率過程に従って生起す

るようなシステムの最適修繕戦略に関しては膨大な研

究が蓄積されている8),9)．特に，健全度を離散的な状態

変数で記述するマルコフ決定モデル10)は，劣化過程の

記述が簡単であり，土木工学の分野でも数多くの実用

モデル11)−19)が提案されている．多くの土木施設にお

いては，調査業務を通じてのみ施設の健全度が部分的

に観察可能である場合が少なくない．このように劣化

過程が直接観測可能でないような施設の修繕問題をマ

ルコフ決定過程を用いて分析する方法がいくつか提案

されている．しかし，そこでは調査時期があらかじめ

確定的に与えられており，定期的な調査により獲得し

た調査情報に基づいて修繕投資の有無を決定するアプ

ローチとなっている．特に，地下埋設物のような土木

施設の調査費用は無視できない．このような施設に関

しては調査のタイミングを決定すること自体が問題と

なる．このような問題意識の下に，調査間隔と補修政

策を同時に求める最適調査・補修モデルが提案されて

いる16)−19)．本研究では，まず道路舗装のマネジメン

トを対象として最適調査・補修モデルを基本モデルと

して定式化する．さらに，本研究では，定期調査だけ

でなく，定期調査で劣化の進展が発見された箇所に関

して追加調査を行い，必要な時点で追加補修を実施す

るような追加調査・補修政策を加味した最適調査・補

注）図の上段は，時点 tで路面性状を実施しなかっ
た場合，中段は，時点 tで路面性状調査を実施し，そ
の時に観測された健全度が aであることを示す．一
方，下段は，時点 tにおける劣化状態 aが，臨界的
健全度（点 b）を下回っており，補修を見送った結
果，時点 t′ においてリスク管理水準を下回る確率が
増加する様子を表している．

図–1 劣化過程の不確実性

修モデルを拡張モデルとして定式化する．このような

場所を限定した追加調査・補修の機会を設けることに

より，調査費用と補修費用の追加的な削減が可能とな

る．このような拡張モデルは，追加調査・補修政策を決

定するようなサブマルコフ決定モデルを内蔵するマル

コフ決定モデルとして定式化できる．筆者の知る限り，

このような拡張型マルコフ決定モデルに関する研究事

例は見あたらない．

(2) 劣化過程の不確実性と調査の目的

道路舗装の劣化には多大な不確実性が介在し，劣化

過程を確定的に予測することは不可能である．いま，初

期時点 t = 0において路面性状調査が実施され，観測さ
れた舗装の健全度を h(0)と表記する．初期時点 t = 0
から時間が経過するにつれて，舗装の劣化が図–1に示

すような劣化過程により進行する．同図には，舗装の

劣化過程として想定されるいくつかのサンプルパスが

記載されている．舗装の劣化過程に関しては不確実性
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が存在し，時間が経過するほど劣化状態の不確実性が

大きくなる．ある時点 tにおいて，路面性状調査が実施

された場合を考える．路面性状調査を実施することに

より，調査時点における舗装の健全度を観測すること

ができる．時点 t > 0における舗装の健全度を h(t)と
表す．時点 tから，さらに時間が経過することにより，

再び舗装の劣化が進展する．ここで，時点 t′ (t′ > t)に
着目する．時点 t′ において道路管理者は舗装の健全度

の分布状態を推定する．同図には，時点 tで路面性状

調査を実施しなかった場合に，道路管理者が推定でき

る健全度の確率分布 F 1と，時点 tにおける路面性状調

査で獲得した情報を付加して推定した確率分布 F 2を示

している．時点 tに路面性状調査を実施することによ

り，時点 t′ における健全度の不確実性 (確率分布 F の

分散) を小さくすることが可能となる．ここで，道路管
理者が舗装マネジメントの目標として，「舗装の健全度

が所与のリスク管理水準を下回る確率を一定水準以下

に抑える」というリスク管理目標を設定する場合を考

える．たとえば，図–1の例では，時点 t′において，健

全度が所与のリスク管理水準を下回る確率は確率分布

F 1, F 2の斜線部の面積で定義される．路面性状調査を

実施することにより，調査時点における健全度に関す

る不確実性を除去することが可能となる．さらに，調

査時点以降における不確実性も削減することが可能と

なり，次節で述べるような理由により，ライフサイクル

費用の削減に資することができる．

(3) 調査・補修ルール

舗装の健全度を定期的な路面性状調査により観測し，

路面性状調査の結果に基づいて道路舗装の補修実施の

有無が判断されると考える．いま，図–1において，時

点 tにおける路面性状調査により健全度が点 aである

ことが判明したとする．道路管理者は，1) 道路補修の
実施を見送り，次回の路面性状調査の結果に基づいて

補修の有無を判定する (アクション e1)，2) 直ちに道路
補修を実施する (アクション e2)，という 2種類のアク
ションを考える．道路管理者がアクション e2を選択し

た場合，健全度は健全な状態 (初期状態) に回復する．
アクション e1を採用した場合，時点 tから，つぎの定

期調査時点 t′まで劣化が進展する．時点 tにおいて，補

修の実施を見送った場合，時点 t′ における健全度を確

定的に把握できない．しかし，時点 tの定期調査によ

り，当該時点における健全度に関する情報を獲得して

いるため，時点 t′ における健全度の確率分布 F 2 を予

測することができる．本研究の舗装マネジメントでは，

健全度が所与のリスク管理水準を下回る確率を一定水

準に維持することを管理目標としている．当然ながら，

時点 tにおける劣化状態が悪くなるほど，補修の実施を

見送った時に，次の定期調査時点 t′ においてリスク管

理水準を下回る確率は増加する．このように考えれば，

図–1の点 bに示すように，今期に補修を見送れば，次

の定期調査時点において管理目標の達成が不可能とな

るような臨界的な健全度が存在する．この臨界的健全

度は,補修基準を設定する補修政策として定義される．
すなわち，補修政策は，定期調査時点において「健全

度が臨界的健全度より望ましい状態にある場合は補修

を見送る」，「臨界的健全度より悪い状態にある場合は

補修を実施する」というルールとして記述できる．

以上の議論では，定期調査間隔を与件としていた．調

査を頻繁に実施すれば (調査間隔を短くすれば)，ある
定期調査時点における健全度が同一であっても，次回の

定期調査時点において，舗装の健全度がリスク管理水

準を満足しない確率は小さくなる．補修方法が舗装の

状態に依存せず一定であると仮定した場合,舗装の補修
費用を小さくするためには，補修の実施の有無を判定

するための臨界的健全度ができるだけ事後的補修とな

るような悪い状態であることが望ましい．したがって，

補修費用を抑制するためには，定期調査間隔を小さく

することが最適な調査の実施方策となる．一方で，調査

間隔を減少すれば，調査費用が増加する．したがって，

ライフサイクル費用を小さくするためには，調査費用

と補修費用で構成されるライフサイクル費用を最小に

するような定期調査間隔と補修政策を同時に求めるこ

とが必要となる．なお，道路管理者が社会的費用の最

小化を考える場合，利用者費用も含めたライフサイク

ル費用の最小化を検討することが理想的である．しか

し，現時点において，道路管理者が負担する直接的費

用 (調査費，補修費) と比較して利用者費用の推計精度
には課題が残されていると言わざるをえない．そこで，

本研究では，ライフサイクル費用に，利用者費用を含

めないこととした．その代わり，利用者の安全性や快

適性等を総合的に考慮して，舗装の健全度に対してリ

スク管理水準を設けることとした．

(4) リスク–費用管理曲線

道路舗装の管理項目としてライフサイクル費用とリ

スク管理水準をとりあげる．リスク管理水準に関して

は，3. (2)で定式化するように，舗装のサービス水準

が管理水準 U を満足する確率を用いてリスク管理水準

を定義する．いま，リスク管理水準を所与の値 U に固

定する．この時，道路管理者は，所与のリスク管理水

準の下で，ライフサイクル費用を最小にするように定

期調査間隔と臨界的健全度 (補修政策) を決定すること
が課題となる．以上の考え方で求めた最適調査間隔と

補修政策は，リスク管理水準を与件として求めた条件

的最適調査・補修政策である．ここで，リスク管理水準
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図–2 リスク–費用管理曲線

の値をパラメータと考え，個々のリスク管理水準に対

応する条件付き最適調査・補修政策を求めれば図–2に

示すようなリスク管理水準とライフサイクル費用のト

レードオフの関係を表現した曲線を得ることができる．

本研究では，このような曲線をリスク–費用管理曲線と
呼ぶ．舗装の劣化過程に不確実性が存在するため，た

とえば点 αに示すようにリスク管理水準を厳しく設定

すれば頻繁な調査が必要となり，ライフサイクル費用

の増加を招く．したがって，現実的には一定程度のリ

スクを受け入れざるを得ない．一方で，現状が同図の

点 β に位置する場合，わずかな調査費用の節約が，リ

スク管理水準の大幅な低下を招くことになる．道路管

理者がサービス水準の達成確率に関するリスク管理水

準を決定すれば，それを実現するための最適調査間隔・

補修政策を求めることができる．道路管理者は，利用

者の効用や管理瑕疵の可能性等を総合的に配慮し，リ

スク管理水準を決定することが必要となる．リスク管

理水準の決定問題は，本研究の域を超えているが，リ

スク–費用管理曲線は道路管理者が適切なリスク管理水
準を決定する上で重要な役割を果たすことになる．

3. 基本モデル

(1) モデル化の前提条件

カレンダー時刻 s0 を初期時点とする離散的時間軸

t = 0, 1, 2, · · ·を考え，離散的時間軸上の点を時点と呼
び，カレンダー時刻と区別する．単位時間幅を 1に基
準化する．舗装の健全度を J 個のレーティング i (i =
1, · · · , J)で表現する．iの値が大きくなるほど，劣化が

進展している．時点 tにおける舗装の健全度を状態変

数 h(t) = i (i = 1, · · · , J ; t = 0, 1, · · ·)を用いて表現す
る．J は吸収状態である．施設の劣化過程がマルコフ

連鎖に従うと仮定し，離散時間軸上の単位時間間隔に

おける健全度間の推移確率をマルコフ推移確率を用い

て表現する．マルコフ推移確率は，時点 tにおける路面

性状調査において観測された健全度 h(t) = iを与件と

し，次の時点 t + 1における健全度 h(t + 1) = j(j ≥ i)
が生起する条件付確率

Prob[h(t + 1) = j|h(t) = i] = pij (1)

を用いて定義される．このような推移確率をすべての

健全度ペア (i, j)に対して定義することにより，マルコ
フ推移確率行列

p =


p11 · · · p1J

...
. . .

...
0 · · · pJJ

 (2)

を定義することができる．マルコフ推移確率 (1)は所与
の 2つの時点 t，t + 1の間において生じる健全度間の
推移確率を示したものであり，当然のことながら，対象

とする調査間隔が異なれば推移確率の値は異なる．補

修がない限り常に劣化が進行するので，pij = 0 (i > j)
が成立する．また，推移確率の定義より

∑J
j=i pij = 1

が成立する．すなわち，マルコフ推移確率に関して，

pij ≥ 0 (i, j = 1, · · · , J)
pij = 0 (i > j の時)∑J

j=i pij = 1

 (3)

が成立しなければならない．状態 J は，補修のない限

りマルコフ連鎖における吸収状態であり，pJJ = 1が成
立すると考える．なお，マルコフ推移確率は過去の劣

化履歴には依存しない．マルコフ推移確率モデルでは，

健全度が i− 1から iに推移した時点にかかわらず，時

点 tから時点 t + 1の間に推移する確率は時点 tにおけ

る健全度のみに依存するという性質（マルコフ性）を

満足する．マルコフ推移確率を用いれば，前回の観測

時点 tから，r期経過した時点 t + rに至る期間の間に

生起する劣化過程を推移確率行列

p(r) = {p}r (4)

を用いて表現できる．また，r期における推移確率行列

p(r)の各要素を pij(r) (i, j = 1, · · · , J)と表す．また，
表記の便宜上，

p(0) = I (5)

が成立すると仮定する．ただし，I は (J ×J)単位行列
である．

(2) 調査・補修政策

いま，路面性状調査を r期ごとに実施する場合を考え

る．rは政策変数であるが，ひとまず与件とする．k回

目の路面性状調査が実施される離散軸上の時点 trk(k =
0, 1, · · ·)を trk = rkと定義する．k回目の路面性状調査に

より，ある特定の地点における舗装の健全度が h(trk) =
i (i = 1, · · · , J)と判定されたと考える．時点 trk におい
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て，健全度が h(trk) = J と判定された場合は，直ちに

補修され健全度が 1まで回復する．一方，時点 trk にお

いて健全度が 1 < h(trk) < J の場合に選択可能なアク

ション eのタイプとして，1) 補修工事を実施せずに健
全度の判定結果を記録する (アクション e1)，2) 補修を
実施し，舗装の健全度を 1に回復する (アクション e2)，
という 2つのタイプをとりあげる．ここで，定期調査
時点における補修政策 ξ を，調査で観測された健全度

h(trk) = iに対して，補修後の健全度を指定するルール

ηξ(i)を用いて定義する．すなわち，補修政策 ξは

ηξ(i) =

{
i アクション e1の場合

1 アクション e2の場合
(6)

(i = 1, · · · , J)

と記述される．補修政策はある閾値となる健全度 (臨
界的健全度) i∗(ξ)が存在し，健全度 iが臨界的健全度

i∗(ξ)に到達，もしくはそれ以上になった (悪化した)場
合には，必ず補修が実施される．一方，臨界的健全度

に到達するまでは，補修は実施されないという単調性

条件を満足すると仮定する．単調性条件は

ηξ(i) =

{
i i < i∗(ξ)
1 i ≥ i∗(ξ)

(7)

(i = 1, · · · , J)

と表される．単調性条件 (7)を満足する補修政策の集合
を Ξと表す．補修政策 ξ ∈ Ξを実施した場合，調査後
の健全度に基づいて，直ちに補修が実施される．この

ような舗装アクション前後の健全度の推移状態を，

qξ
ij =

{
1 ηξ(i) = j

0 それ以外の時
(8)

(i, j = 1, · · · , J)

を用いて定義する．qξ
ij を (i, j)要素とする推移行列 (以

下，補修推移行列と呼ぶ) を qξ と表記する．

以上では，路面性状調査間隔 rを与件と考えていた．

しかし，調査間隔 r と調査時点において実施される補

修政策 ξ は，ともに政策変数である．これら 2つの政
策変数の組 (r, ξ) ∈ Ξを調査・補修政策と呼ぶ．ただ
し，Ξは，調査・補修政策集合である．調査・補修政策
(r, ξ) ∈ Ξの下で実現する劣化・補修過程は，推移確率
P ξ

ij(r)

P ξ
ij(r) =

J∑
k=1

qξ
ikpkj(r)　 (9)

を用いて定義できる．P ξ
ij(r)を (i, j)要素とする推移確

率行列を P ξ(r)と表す．式 (9) を行列表記すれば，

P ξ(r) = qξp(r)　 (10)

となる．

ここで，対象とする路線が同質的なM 個のセクショ

ンm (m = 1, · · · ,M)により構成されていると考える．

調査・補修政策 (r, ξ) ∈ Ξを適用した場合に，定期調査
時点 trk において実現する対象路線における健全度分布

を相対頻度 πξ
i (t

r
k)を用いて表す．さらに，相対頻度ベ

クトル

πξ(trk) =
{

πξ
1(t

r
k), · · · , πξ

J(trk)
}

(11)

を用いて表現すれば，当該路線の劣化・補修過程は

πξ
j (t

r
k+1) =

J∑
i=1

P ξ
ij(r)π

ξ
i (t

r
k) (12)

と定式化できる．上式をベクトル表記すれば，

πξ(trk+1) = πξ(trk)P ξ(r) (13)

である．道路舗装の劣化・補修過程が繰り返され，長

期定常状態に到達したとする．各セクションの健全度

に関する定常確率ベクトルを πr,ξ = (πr,ξ
1 , · · · , πr,ξ

J )と
表す．定常確率は

πr,ξ = πr,ξP ξ(r) (14a)
J∑

i=1

πr,ξ
i = 1 (14b)

を満足するような πr,ξ として定義される．路面性状調

査時点において使用限界である健全度 J が観測される

定常確率 πr,ξ
J を，リスク管理水準 U 以下に抑えること

が可能な調査・補修政策 (r, ξ)の集合 Ξ(U)を，

Ξ(U) = {(r, ξ)|πr,ξ
J ≤ U} (15)

と定義する．

(3) LCC評価

調査・補修政策 (r, ξ) ∈ Ξ(U)が適用される場合を考
える．道路管理者は，時点 trk (k = 0, 1, · · ·)において，
路面性状調査を実施する．路面性状調査費用を cと表

す．さらに，路面性状調査の実施時点において，舗装

の健全度が臨界的健全度 i∗(ξ)を下回った場合，舗装の
補修を実施する．補修費用は補修直前の健全度 iに依

存する．補修費用を C(i)と表す．補修費用は健全度 i

に関して単調非減少関数であり，

C(1) ≤ C(2) ≤ · · · ≤ C(J) (16)

を満足する．いま，調査・補修政策 (r, ξ)の下で劣化・
補修過程が定常状態にあり，ある定期調査時点 trk で健

全度が i (i = 1, · · · , J)であることが判明したと考える．
さらに，時点 trk 以降において，調査・補修政策 (r, ξ)
を恒常的に適用することによって得られる調査・補修

費用の割引当該期価値 (以下，LCCと呼ぶ) を V r,ξ
i と

表す．劣化・補修過程が定常状態にあることより LCC
は，調査時点 trk には依存しない．定期調査・補修政策

(r, ξ)を適用した場合，LCCは再帰的に

V r,ξ
i = c + δξ

i C(i)
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図–3 リスク対応区間

+ exp(−ρr)
J∑

j=1

P ξ
ij(r)V

r,ξ
j 　 (17)

(i = 1, · · · , J)

と定義される．ただし，ρは割引率，δξ
i は 0-1変数で

あり

δξ
i =

{
0 i < i∗(ξ)
1 i ≥ i∗(ξ)

と定義できる．さらに，調査・補修政策 (r, ξ)の下で定期
調査時点において実現する各健全度の定常確率 πr,ξ =
(πr,ξ

1 , · · · , πr,ξ
J )を用いれば，定常的劣化・補修過程にお

いて発生する期待 LCCは

LCC(r, ξ) =
J∑

i=1

πr,ξ
i V r,ξ

i (18)

と表すことができる．この時，リスク管理水準 U を所

与とした時に，期待 LCCを最小とするような舗装の調
査・補修政策を求める最適調査・補修政策モデルは，

min
r,ξ

{
LCC(r, ξ)

}
(19a)

subject to (r, ξ) ∈ Ξ(U) (19b)

と定式化できる．この問題の最適解として求まる最適

政策はリスク管理水準 U を所与とした条件付き最適政

策であり，このことを明示的に表現するために最適政

策を (r∗(U), ξ∗(U))と表す．

4. 拡張モデル

(1) 追加調査・補修政策

基本モデルでは，路面性状調査を定期的に実施し，路

面性状調査の結果に基づいて舗装補修の実施の有無を

決定するような意思決定ルールに着目した．このよう

なルールの下では，次回の定期調査時点においてリス

ク管理水準を満足させるために，臨界的健全度に余裕

経年

r
kt

r
kt 1+

リスク管理水準

臨界的健全度

リスク管理水準

臨界的健全度

r
k 1,τ r

k 2,τ L

リスク管理水準

臨界的健全度

アクションアクションアクションアクション

直直直直ちにちにちにちに補修行為補修行為補修行為補修行為をををを実施実施実施実施

アクションアクションアクションアクション

次回定期調査次回定期調査次回定期調査次回定期調査までまでまでまで補修補修補修補修しないしないしないしない

アクションアクションアクションアクション

劣化過程劣化過程劣化過程劣化過程のののの追跡調査追跡調査追跡調査追跡調査

1̂e

2ê

3ê

図–4 追加調査・補修政策

を見込んだ水準に設定する必要が生じる可能性がある．

図–3において，今回の定期調査時点における健全度が

臨界的健全度 (点 α) より健全な状態であると判断され
た場合，舗装の補修は次回の定期調査時点まで先送り

される．今期における健全度が点 β に位置し，補修が

実施される場合を考えよう．仮に，次回に補修を先送

りした場合，次回の定期調査時点までに舗装の劣化が

進行する．同図には，このような劣化の進行過程に関

するサンプルパスが複数個記載されている．劣化過程

が実線のように進行した場合，次回の定期調査時点に

おいて，サービス水準を満足しない．したがって，今回

の定期調査時点において，舗装の補修を実施すること

は正当化可能である．しかし，劣化が破線のように進

行した場合，次回の定期調査時点においてもリスク管

理水準を満足する．したがって，今期において，舗装

の補修を実施すれば，不必要な補修費用が発生したこ

とになる．図中の健全度の範囲 [i∗, J ]は，次回の定期
調査時点において，リスク管理水準を満足しない可能

性があるため，今回の定期調査時点において予防的に

補修が実施される領域である．本研究では，このよう

な区間を，健全度の「リスク対応区間」と呼ぶことと

する．調査間隔が長くなるほど，あるいは劣化過程の

不確実性が大きいほど，リスク対応区間の幅が大きく

なる．しかし，健全度がリスク対応区間に位置する場

合，その後の劣化過程の進行状態によっては，次回の

定期調査時点まで舗装の補修を先送りした方が補修費

用を低減できる可能性を否定できない．このような非

効率性は，舗装の劣化過程を完全には観測できず，路
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面性状調査を通じて部分的にしか観測できないという

劣化過程の部分観測可能性に起因している．

劣化過程の部分観測可能性に起因して生じる非効率

性を部分的に解消する方法として，路面性状調査を段

階的に実施する方法をとりあげる．すなわち，図–4に

示すように，健全度と対応して，1) 直ちに補修行為を
実施する (アクション ê1)，2) 次回の定期調査まで補修
をしない (アクション ê2) ，3) 劣化過程を追跡調査し，
補修を実施する (アクション ê3)という 3種類の補修政
策を考える．基本モデルに対して，劣化過程を追跡調

査することにより，劣化過程の不確実性に起因する非

効率性を減少することが可能となる．当然のことなが

ら，追跡調査を実施するために追加調査費用が新たに

発生する．しかし，追跡調査の対象となる道路区間は

限定されており，追加調査費用は定期調査費用より少

なくなる．拡張モデルでは LCCの最小化に資するよう
な定期調査間隔，補修政策，および追跡調査方法を同

時に求めることを目的とする．

(2) 定期・追加調査政策

基本モデルと同様に，カレンダー時点 s0を初期時点

とする離散的時間軸 t = 0, 1, 2, · · ·を考える．定期的な
路面性状調査 (定期調査)は，離散時間軸の時点 trk = rk

に実施される．さらに，隣接する 2つの定期調査時点
trk, trk+1の間で，毎期ごとに追加調査を実施する場合を

考える．すなわち，図–4に示すように，期間 [trk, trk+1)
内に，追加調査時点 τ r

k,j = trk + j (j = 1, · · · , r − 1)を
設ける．時点 trk において選択可能なアクション êのタ

イプとして，1) 補修工事を実施せずに健全度の判定結
果を記録する (アクション ê1)，2) 補修を実施し，舗装
の健全度が 1に回復する (アクション ê2)，3) 補修工事
を実施せず，τ r

k,j (j = 1, · · · , r−1)において追加調査を
実施する (アクション ê3)，という 3つのタイプをとり
あげる．ここで，定期調査時点における補修政策 ξ̂を，

定期調査で観測された健全度 h(trk) = iに対して，補修

後の健全度を指定するルール ηξ̂(i)を用いて定義する．
すなわち，補修政策 ξ̂は

ηξ̂(i) =


i アクションê1の場合

1 アクションê2の場合

i アクションê3の場合

(20)

(i = 1, · · · , J)

と記述される．さらに，補修政策は単調性条件を満足

すると仮定し，2種類の臨界的健全度 i∗(ξ̂), i∗∗(ξ̂) が存
在し，

(i∗(ξ̂) ̸= i∗∗(ξ̂)の時)

ê =


ê1 i < i∗∗(ξ̂)
ê2 i ≥ i∗(ξ̂)
ê3 i∗∗(ξ̂) ≤ i < i∗(ξ̂)

(21a)

(i∗(ξ̂) = i∗∗(ξ̂)の時)

ê =

{
ê1 i < i∗(ξ̂)
ê2 i ≥ i∗(ξ̂)

(21b)

(i = 1, · · · , J)

と表される．上式において i∗(ξ̂) = i∗∗(ξ̂)が成立する
場合，追加調査・補修は実施されない．言い換えれば，

補修政策 ξ̂ の中には，アクション ê3 が存在しない (定
期調査・補修政策のみで構成される) 補修政策が含まれ
る．アクション ê1が採用された場合に補修が実施され

る．このような舗装アクション前後の健全度の推移状

態を，基本モデルと同様に

qξ̂
ij =

{
1 ηξ̂(i) = j

0 それ以外の時
(22)

(i, j = 1, · · · , J)

を用いて定義する．qξ̂
ij を (i, j)要素とする推移行列 (以

下，補修推移行列と呼ぶ) を qξ̂ と表記する．

さらに，時点 trkにアクション ê3が採用された時，時

点 τ r
k,j = trk + j (j = 1, · · · , r − 1) に追加調査が実施さ

れる．追加調査時点 τ r
k,j に採用される補修政策を追加

調査で観測された健全度 h(τ r
k,j) = iに対して，補修後

の健全度を指定するルール ιξ̂(i)を用いて定義する．す
なわち，補修政策 ξ̂を

ιξ̂(i) =

{
i アクションf̂1の場合

1 アクションf̂2の場合
(23)

(i = i∗∗(ξ̂), · · · , i∗(ξ̂) − 1)

と定義する．ただし，追加調査時点 τ r
k,j においてアク

ション f̂2が実施された場合，期間 [τ r
k,j , t

r
k+1)中は追加

調査は実施されない．追加調査時点における補修政策

も単調性条件を満足すると仮定する．この時，臨界的

健全度 i◦(ξ̂) が存在し，追加補修ルール f̂ は

f̂ =

{
f̂1 i < i◦(ξ̂)
f̂2 i ≥ i◦(ξ̂)

(24)

(i = i∗∗(ξ̂), · · · , J)

と表される．さらに，単調性条件 (21a),(21b),(24)を満
足する調査・補修政策の集合を Ξ̂と表す．調査・補修
政策 (r, ξ̂) ∈ Ξ̂を実施した場合，調査後の健全度に基づ
いて，アクション f̂2が採用された場合に補修が実施さ

れる．このような舗装アクション前後の健全度の推移

状態を，

ẑξ̂
ij =

{
1 ιξ̂(i) = 1
0 それ以外の時

(25)

(i = i∗∗(ξ̂), · · · , J ; j = 1, · · · , J)
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を用いて定義する．ẑξ̂
ij を (i, j) (i, j = 1, · · · , J)要素と

する推移行列 (以下，追加補修推移行列と呼ぶ) を ẑξ̂

と表記する．

(3) 劣化・補修過程

アクション ê3が存在するような調査・補修政策 (r, ξ̂) ∈
Ξ̂が採用され，定期調査時点 trk において健全度 i (i =
i∗∗(ξ̂), · · · , i∗(ξ̂)− 1)が観察された場合を考える．この
場合，時点 τ r

k,j (j = 1, · · · , r − 1)において，それまで
に追加補修がなされていない限り追加調査が実施され

る．いま，健全度 i (i = i∗∗(ξ̂), · · · , i∗(ξ̂)− 1)に対して
推移行列

pi∗

i∗∗ =


pi∗∗i∗∗ · · · pi∗∗i∗−1 · · · pi∗∗J

0
...

... · · ·
...

0 · · · pi∗−1i∗−1 · · · pi∗−1,J


(26)

を定義する．ただし，i∗ = i∗(ξ̂), i∗∗ = i∗∗(ξ̂)を意味す
る．さらに，行列pi∗

i∗∗を部分ブロック行列とする (J×J)
行列

p̂ξ̂ =

 0i∗∗−1
i∗∗−1 0J−i∗∗+1

i∗∗−1

0i∗∗−1
i∗−i∗∗ pi∗

i∗∗

0i∗∗−1
J−i∗+1 0J−i∗∗+1

J−i∗+1

 (27)

を定義する．ただし，0b
a は (a × b)次元の 0要素行列

である．

いま，定期調査時点 trk から 1単位期間進展した追加
調査時点 τ r

k,1に着目する．定期調査時点 trk から追加調

査時点 τ r
k,1にまで劣化過程が進展し，追加調査時点 τ r

k,1

の調査結果に基づいて追加補修ルールを適用する．追

加補修ルールにより補修が実施された場合，追加調査

時点 τ r
k,1以降は調査が実施されず定期調査時点 trk+1に

おいて定期調査が実施される．一方，補修が実施され

ない場合，追加調査時点 τ r
k,2 まで劣化が進展する．以

下，同様の手順を繰り返し，補修がない限り追加調査

時点 τ r
r−1 まで追加調査が継続する．ここで，健全度 i

から，j期後にはじめて健全度 kに移行する確率 p̃ik(j)
が

p̃ik(j) =
k−1∑
l=1

pil(j − 1)plk (28)

と定義できることに留意する．さらに，推移確率 p̃ik(j)
を (i, k)要素とする推移行列を p̃(j)と表す．この時，補
修政策 ξ̂ の下で，追加調査・補修政策の下で推移する

劣化・調査過程は推移行列 (2),(25),(27),(28)を用いて，

p̂ξ̂(r) =
r−1∑
j=1

p̂ξ̂p̃(j − 1)ẑξ̂{p}r−j (29)

と表すことができる．ただし，p̃(0)は単位行列 Ĩ に一

致する．行列 p̂ξ̂(r)の (i, j)要素を p̂ξ̂
ij(r)と表す．この

時，調査・補修政策 (r, ξ̂) ∈ Ξ̂の下で期間 [trk, trk+1)に
おいて実現する劣化・補修過程を表す推移確率は

(i∗(ξ̂) ̸= i∗∗(ξ̂)の時)

P̂ ξ̂
ij(r) =


P ξ̂

ij(r) < i∗∗(ξ̂)

P ξ̂
ij(r) i ≥ i∗(ξ̂)

p̂ξ̂
ij(r) i∗∗(ξ̂) ≤ i < i∗(ξ̂)

(30a)

(i∗(ξ̂) = i∗∗(ξ̂)の時)

P̂ ξ̂
ij(r) =

{
P ξ̂

ij(r) i < i∗(ξ̂)

P ξ̂
ij(r) i ≥ i∗(ξ̂)

(30b)

を (i, j)要素とする (J ×J)行列 P̂
ξ̂
(r)で表される．た

だし，P ξ̂
ij(r)は式 (9)で定義される．つぎに，調査・補

修政策 (r, ξ̂) ∈ Ξ̂を採用した場合，定期調査時点 trk に

おいて実現する対象路線における健全度分布を相対頻

度 πξ̂
i (t

r
k)を用いて表す．さらに，相対頻度ベクトル

πξ̂(trk) =
{

πξ̂
1(t

r
k), · · · , πξ̂

J(trk)
}

(31)

を用いて表現すれば，当該路線の劣化・補修過程は

πξ̂
j (t

r
k+1) =

J∑
i=1

P̂ ξ̂
ij(r)π

ξ̂
i (t

r
k) (32)

と定式化できる．上式をベクトル表記すれば，

πξ̂(trk+1) = πξ̂(trk)P̂
ξ̂
(r) (33)

である．道路舗装の劣化・補修過程が繰り返され，長

期定常状態に到達したとする．各セクションの健全度

に関する定常確率ベクトルを πr,ξ̂ = (πr,ξ̂
1 , · · · , πr,ξ̂

J )と
表す．定常確率は

πr,ξ̂ = πr,ξ̂P̂
ξ̂
(r) (34)

を満足するような πr,ξ̂ として定義する．路面性状調査

時点において使用限界である健全度 J が観測される定

常確率 πr,ξ̂
J を，リスク管理水準 U 以下に抑えることが

可能な調査・補修政策 (r, ξ̂)の集合 Ξ̂(U)を，

Ξ̂(U) = {(r, ξ̂)|πr,ξ̂
J ≤ U} (35)

と定義する．

(4) LCC評価

調査・補修政策 (r, ξ̂) ∈ Ξ̂(U)が適用される場合を考
える．道路管理者は，時点 trk (k = 0, 1, · · ·)において，
路面性状調査を実施する．路面性状調査費用を cと表

す．路面性状調査時点において，舗装の健全度が臨界

的健全度 i∗(ξ̂)より大きくなった場合，舗装の補修を実
施する．この場合，健全度 iに応じて補修費用 C(i)が
発生する．また，健全度が i∗∗(ξ̂) ≤ i < i∗(ξ̂)を満足す
る場合，当該調査時点から追加調査・補修政策が適用

されるが，当該の調査時点から，次期の路面性状調査
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時点までに発生する追加調査・補修費用 Cr,ξ̂(i)は，

Cr,ξ̂(i) =
r−1∑
j=1

J∑
k=i

exp(−ρj)p̃ik(j)zk1C(k)

+
r−1∑
j=1

i◦−1∑
k=i

exp(−ρj)pik(j − 1)w (36)

と表せる．ただし，wは追加調査費用，i◦ = i◦(ξ̂)，pik(j)
は時点 trk より j 期目に健全度が iから kに推移してい

る確率であり，行列 p(j) の (i, k) 要素である．また，
p̃ik(j)は j 期目にはじめて健全度 k に推移する確率で

あり，式 (28)で表される．

つぎに，調査・補修政策 (r, ξ̂) の下で劣化・補修過
程が定常状態にあり，ある定期調査時点 trk で健全度が

i (i = 1, · · · , J)であることが判明したと考える．さら
に，時点 trk 以降において，調査・補修政策 (r, ξ̂)を恒
常的に適用することによって得られる調査・補修費用の

割引当該期価値 (以下，同様に LCCと呼ぶ) を V r,ξ̂
i と

表す．劣化・補修過程が定常状態にあることより LCC
は，定期調査時点 trk には依存しない．調査・補修政策

(r, ξ̂)を適用した場合，LCCは再帰的に

V r,ξ̂
i = c + δξ̂

i C(i) + δ̂ξ̂
i Cr,ξ̂(i)

+ exp(−ρr)
J∑

j=1

P̂ ξ̂
ij(r)V

r,ξ̂
j (37)

(i = 1, · · · , J)

と定義される．式 (37)において，右辺第 1項と第 2項
は第 k期における定期調査費用と補修費用，第 3項は
追加調査・補修費用，第 4項は第 k + 1期以降の LCC
の当該期価値を意味する．ただし，δξ̂

i , δ̂ξ̂
i は 0-1変数で

あり

δξ̂
i =

{
0 i ≤ i∗(ξ̂)
1 i > i∗(ξ̂)

(38a)

δ̂ξ̂
i =


1 i∗∗(ξ̂) ≤ i < i∗(ξ̂)

(ただし，i∗(ξ̂) ̸= i∗∗(ξ̂)の時)
0 それ以外

(38b)

と定義される．さらに，調査・補修政策 (r, ξ̂)の下で定期
調査時点において実現する各健全度の定常確率 πr,ξ̂ =
(πr,ξ̂

1 , · · · , πr,ξ̂
J ) を用いれば，定常的劣化・補修過程にお

いて発生する期待 LCCは

LCC(r, ξ̂) =
J∑

i=1

πr,ξ̂
i V r,ξ̂

i (39)

と表すことができる．この時，リスク管理水準 U を所

与とした時に，期待 LCCを最小とするような舗装の調
査・補修政策を求める最適調査・補修政策モデルは，

min
r,ξ̂

{
LCC(r, ξ̂)

}
(40a)

subject to (r, ξ̂) ∈ Ξ̂(U) (40b)

と定式化できる．この問題の最適解として求まる最適

政策はリスク管理水準 U を所与とした条件付き最適政

策であり，このことを明示的に表現するために最適政

策を (r∗∗(U), ξ̂∗∗(U))と表す．

5. 調査便益とモデルの解法

(1) 調査便益の計測方法

路面性状調査を実施することにより，個別道路区間

における舗装の健全度に関する情報を獲得することが

できる．道路管理者は健全度情報に基づいて，各道路

区間の補修の有無を決定する．道路補修の有無は，舗

装の健全度に依存する状況依存的ルールを用いて決定

される．一方，路面性状調査を実施しない場合，舗装

の損傷状態に関する情報を獲得できないため,舗装の損
傷状態とは無関係に定期的に舗装の補修を実施せざる

を得ないと考える.舗装の補修はあらかじめ決定された
時間間隔ごとに実施する時間依存的ルールに基づいて

実施される．すなわち，路面性状調査を定期的に実施

する経済便益は，舗装の補修政策を時間依存的ルール

から，状況依存的ルールに変更することにより実現す

る LCCの削減額を用いて定義できる．路面性状調査を
行うことにより，道路管理者は道路補修の実施を有無

を決定するオプション (リアルオプション) を獲得する
ことができる．このように考えれば，路面性状調査の

経済価値は，路面性状に関する情報を用いて，舗装の

補修タイミングに関する意思決定を合理化するための

オプション価値と解釈することができる．

路面性状調査の経済便益を評価するために，比較の

対象となる時間依存的ルールの下で実現する LCCを求
める．基本モデルと同様に離散的時間軸 t = 0, 1, 2, · · ·
を考える．時点 tにおいて舗装の補修を実施したと考

える．前回の補修時点 tから，r期経過した時点 t + r

に至るまでの間に生起する劣化過程は，式 (4)に示す推
移確率行列 p(r)で表現できる．時点 t + rにおいて使

用限界である健全度 J に移行する確率は p1J(r)と表せ
る．時間依存的ルールを採用した場合，リスク管理水

準を U に設定すると，最適補修間隔 r◦ は，

r◦ = max
r

{r|p1J(r) ≤ U (r = 1, 2, · · ·)} (41)

により定義できる．さらに，補修間隔を r◦とする時間

依存的ルールの下で実現する LCCは再帰的に

V r◦
=

J∑
k=1

p1k(r◦)C(k) + exp(−ρr◦)V r◦
(42)

と定義される．上式より，時間依存的ルールの下で実

現する LCCV r◦
は

V r◦
=

∑J
k=1 p1k(r◦)C(k)
1 − exp(−ρr◦)

(43)
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と表される．一方，状況依存的ル－ルの下で実現する

LCCは式 (18)より

LCC(r∗, ξ∗) =
J∑

i=1

πr∗,ξ∗

i V r∗,ξ∗

i (44)

と表される．したがって，時間依存的ル－ルから状況

依存的ルールに転換することの純便益 B は

B = V r◦
− LCC(r∗, ξ∗) (45)

と表される．さらに，定期調査 1回当たりの経済便益
(純便益) を評価するために，経済便益Bを毎年等価な

便益の流列で表現する．このとき，定期調査 1回当た
りの平均的な純便益∆b∗ は，

B =
b∗

1 − exp(−ρ)
(46)

を満足するような b∗ を用いて

∆b∗ =
r∗−1∑
k=0

exp(−ρk)b∗ (47)

と定義できる．

つぎに，追加調査の経済便益を，定期的に路面性状

調査を実施する状況から，新たに追加調査を実施する

状況に移行することにより得られる LCCの削減額を用
いて定義する．追加調査を実施する場合，定常的劣化・

補修過程において発生する期待 LCCは

LCC(r∗∗, ξ̂∗∗) =
J∑

i=1

πr∗∗,ξ̂∗∗

i V r∗∗,ξ̂∗∗

i (48)

と表せる．したがって，追加調査の経済便益 B は

B = LCC(r∗, ξ∗) − LCC(r∗∗, ξ̂∗∗) (49)

と定義できる．さらに，1回の定期調査後に行われる追
加調査群 (最大 r∗∗ − 1回の追加調査) 全体の平均的な
純便益は

B =
b∗∗

1 − exp(−ρ)
(50)

を満足するような b∗∗ を用いて

∆b∗∗ =
r∗∗−1∑
k=0

exp(−ρk)b∗∗ (51)

と定式化できる．

(2) 解法

基本モデルの最適調査・補修政策を求める方法を提案

する．ひとまず，定期調査・補修政策 (r, ξ)を与件とす
る．定期調査・補修政策 (r, ξ)を所与とした場合，LCC
は再帰的に

V r,ξ
i = c + δξ

i C(i)

+ exp(−ρr)
J∑

j=1

P ξ
ij(r)V

r,ξ
j (52)

(i = 1, · · · , J)　

定期調査・補修政策 の設定),( ξr定期調査・補修政策 の設定),( ξr

U
r

I
≤ξπ ,

の算出【連立方程式(52)】
ξ,r

i
V

定常確率 の算出【式(14a),(14b)】
ξ,rπ

の算出【式(44)】),(
** ξrLCC

),( ξr
すべての に対

して探索終了？

)(r
ξ

P推移確率 の算出

),(
** ξr の算出

Step 1

Step 2

Step 3

Step 4

Step 5

Step 6

Step 7

YES

NO

YES

NO

図–5 最適調査・補修モデルの解法

と定義される．連立方程式 (52) を解くことにより，
V r,ξ

i (i = 1, · · · , J) を求めることができる．すべて
の (r, ξ) ∈ Ξ に対して網羅的に V r,ξ

i (i = 1, · · · , J)
を計算することにより，問題 (19a),(19b) の最適解
(r∗(U), ξ∗(U)) を求めることができる．このことを考
慮すれば，基本モデルの解法は図–5のように整理でき

る．すなわち，

1) step 1　 (r, ξ)を設定する．
2) step 2　推移確率 P ξ(r)を求める．
3) step 3　 πr,ξ

J ≤ U を満足するかどうかを検討する．

　　　　　　満足しない場合，step 7 へ進む．満足す

　　　　　る場合，step4へ進む．

4) step 4　連立方程式 (52)を解き，V r,ξ
i (i = 1, · · · , J)

　　　　　を求める．

5) step 5　式 (14a),(14b)より定常確率πr,ξを求める．

6) step 6　式 (44)より LCC(r∗, ξ∗)を求める．
7) step 7　すべての (r, ξ)に対して探索が終了してい
　　　　　ない場合，新しい (r, ξ)を設定し，step 2へ

　　　　　戻る．すべての (r, ξ)に関して探索した場合，
　　　　　LCC(r∗, ξ∗)を最小にするような (r∗, ξ∗)を
　　　　　求める．

つぎに，拡張モデルの最適調査・補修政策を求める方

法を提案する．調査・補修政策 (r, ξ̂)を適用した場合，
LCC費用は再帰的に

V r,ξ̂
i = c + δξ̂

i C(i) + δ̂ξ̂
i Cr,ξ̂(i)

+ exp(−ρr)
J∑

j=1

P ξ̂
ij(r)V

r,ξ̂
j (53)

(i = 1, · · · , J)

と定義される．連立方程式 (53) を解くことにより，
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V r,ξ
i (i = 1, · · · , J)を求めることができる．拡張モデル
の解法も基本モデルの解法と同様であり，以下のよう

に整理できる.
1) step 1　 (r, ξ̂)を設定する．

2) step 2　推移確率 P̂
ξ̂
(r)を求める．

3) step 3　 πr,ξ̂
J ≤ U を満足するかどうかを検討する．

　　　　　　満足しない場合，step 7 へ進む．満足す

　　　　　　る場合，step4へ進む．

4) step 4　連立方程式 (53)を解き，V r,ξ̂
i (i = 1, · · · , J)

　　　　　を求める．

5) step 5　式 (14a),(14b)より定常確率πr,ξ̂を求める．

6) step 6　式 (48)より LCC(r∗∗, ξ̂∗∗)を求める．
7) step 7　すべての (r, ξ̂)に対して探索が終了してい
　　　　　ない場合，新しい (r, ξ̂)を設定し，step 2

　　　　　へ戻る．すべての (r, ξ̂)に関して探索した場
　　　　　合，LCC(r∗∗, ξ̂∗∗) を最小にする (r∗∗, ξ̂∗∗)
　　　　　を求める．

6. 適用事例

(1) 適用事例の概要

本研究では適用事例として，高速道路の舗装マネジ

メントを対象としてとりあげ，路面性状測定車を用い

た路面性状調査により，舗装の健全度を定期的に診断

する問題を考える．適用事例の対象とする道路区間は，

NEXCOが管理する高速道路区間であり，6車線，総延
長約 300km・車線である．同区間は供用後 35年が経過
し，大型車交通量は約 6,800台／日である．同区間の舗
装種別は排水性舗装であり，全区間の約 95%が土工部
で構成されている．

舗装の健全度は，1)ひび割れ，2)わだち掘れ，3) IRI
という 3種類の損傷タイプのそれぞれに対して評価さ
れる．路面性状調査では 100m区間を基本単位として，
健全度の 3項目を同時に取得し，舗装の健全度を評価
する．さらに，100mを基本単位とする路面性状調査結
果に基づいて補修箇所を選定する．すなわち，路面性

状調査では比較的長い区間を一斉調査し，その調査結

果から舗装の損傷状態を 100m区間別に判定し，補修す
る区間を選定する．補修基準値は，3つの損傷別にあら
かじめ設定されており，ある舗装区間の 3つの損傷の
いずれかの値が補修基準値に達すれば，要補修区間と

して判別される．本適用事例では，高速道路舗装の補

修を対象としており，補修工法は表層のみの切削オー

バーレイ工法を基本とし，損傷の進行程度が異なって

も同一の補修工法を採用するものと仮定する.したがっ
て，補修費用は，補修する舗装の延長のみに依存する．

なお，LCCの計算に用いる費用条件として，路面性
状調査費用は，平成 21年度版調査等積算基準（東・中・

西日本高速道路株式会社）に基づいて，20,000円/km
に設定した.また，舗装補修費の算定にあたっては，密
度 1.98t/m3，表層 4cmの排水性舗装とし，同積算基準
と平成 21年度建設物価・建設機械等損料算定表に基づ
いて，2,125円/m2 に設定した.さらに，舗装の評価単
位区間の延長 100m，幅員を 3.5mとすれば，評価単位
当たりの補修費用は 744,000円/区間，調査費用は 2,000
円/区間となる．

(2) マルコフ劣化モデルの作成

各タイプの損傷は互いに独立に進行すると考え，損

傷タイプごとに劣化の進行過程をマルコフ劣化モデル

を用いて表現するとともに，最適調査・補修モデルを

用いて，最適調査間隔を求める．そのうえでもっとも

調査間隔が短くなるような損傷タイプに着目し，最適

調査・補修政策を求めることとした．厳密にいえば，3
つの損傷を同時に考慮したような劣化予測モデルを作

成し，3種類の損傷タイプの中でもっとも劣化が進展し
ている損傷に着目して，最適調査・補修政策を求める

ことが必要となる．筆者らは，すでに 3つの種類の損
傷を同時に考慮にいれたような競合劣化ハザードモデ

ル20)を提案している．しかし，競合劣化ハザードモデ

ルを用いた場合，個々の損傷タイプの劣化がマルコフ

性を有していても，3種類の損傷タイプを同時に考慮し
たようなマルコフ推移確率は，マルコフ性を有さない

ことが知られている．このため，最適調査・補修モデ

ルを用いて最適調査・補修政策を求める過程が極めて

煩雑であり，実用的ではない．ここでは，もっとも損傷

速度が大きい損傷タイプに着目し，望ましい調査・補

修政策を求めることとする．なお，本研究では，補修

の基本単位を 100mとして評価する．実際の維持管理
の現場では，補修対象舗装の前後の区間の状態を考慮

して，連続する補修区間を一括して補修を実施する場

合が少なくない．このような補修個所の水平的な集計

化政策はとりあげず，100mを単位区間として補修を実
施することとする．

筆者らは，すでに全国の高速道路の路面性状調査の

データに基づいて，ひび割れ，わだち掘れ，IRIのマル
コフ劣化モデルを推計している21)．本適用事例では，既

往研究21)において推計されたマルコフ劣化モデルを用

いて，路面性状調査の最適な実施間隔を求めた．図–6

に，マルコフ劣化モデルの推計結果に基づいて，ひび

割れ，わだち掘れ，IRIのパフォーマンスカーブを求め
た結果を示している．同図の縦軸は，各々の損傷に対す

る健全度ランクを示している．表–1には，健全度ラン

クと各損傷の路面性状値との関係を示している．なお，

もっとも損傷が進行した状態をランク J = 7と定義し
ているが，図–6に示すように，わだち掘れに関しては
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表–1 健全度ランク
ランク わだち掘れ Ru (mm) ひび割れ Cr(%) IRI (mm/m)

1 Ru ≤ 5 Cr = 0 IRI ≤ 1.0
2 5 < Ru ≤ 9 0 < Cr ≤ 1.0 1.0 < IRI ≤ 1.5
3 9 < Ru ≤ 13 1.0 < Cr ≤ 2.5 1.5 < IRI ≤ 2.0
4 13 < Ru ≤ 17 2.5 < Cr ≤ 5.0 2.0 < IRI ≤ 2.5
5 17 < Ru ≤ 21 5.0 < Cr ≤ 10.0 2.5 < IRI ≤ 3.0
6 21 < Ru ≤ 25 10.0 < Cr ≤ 20.0 3.0 < IRI ≤ 3.5
7 25 < Ru 20.0 < Cr 3.5 < IRI
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図–6 パフォーマンスカーブ

観測された路面性状データにランク 7のデータが存在
しなかったため，ランク 6までの推計に留まっている．
各損傷タイプに対するパフォーマンスカーブの推計結

果から，ひび割れの劣化速度がもっとも大きいことが

判明した．したがって，本適用事例では，望ましい調

査・補修政策を検討する際の代表的な路面の損傷タイ

プとして「ひび割れ」を取り上げることとする．

(3) 基本モデルの分析結果

図–7に，基本モデルを用いて求めたリスク管理水準

と LCCの関係を分析した結果を示している．同図にお
いては，臨界的健全度 i∗(ξ)を，i∗(ξ) = 3から i∗(ξ) = 7
に設定したそれぞれのケースに対して，路面性状調査

の実施間隔を 1年から 10年まで 1年刻みで変化させ，
LCCとリスク管理水準の関係を求めた．いずれの臨界
的健全度 i∗(ξ)を採用した場合においても，LCCとリ
スク管理水準の間にはトレードオフの関係を見出すこ

とができる．同図には，臨界的健全度 i∗(ξ)別の 5ケー
スの曲線のほか，所与のリスク管理水準を満足する条

件下において LCCが最小となる政策によって描画した
包絡線 (リスク–費用管理曲線) を併記している．リス
ク–費用管理曲線は，リスク管理水準として 0.1より大
きい範囲（図の右側部分）では，曲線の傾きが緩やか

になっている．このことは，調査頻度を少なくしても

LCC削減に与える効果が小さい一方でリスク–費用調
査頻度の減少による劣化リスクが急速に増加すること
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図–7 リスク管理水準と LCCの関係（基本モデル）

を示唆している．一方，リスク管理水準を 0.07より改
善する場合，調査頻度が大きくなり，LCCの増加を招
くことになる．リスク管理水準が 0.07以上の場合，臨
界的健全度を i∗(ξ) = 7とすることにより，LCCを最
小にすることができる．すなわち，舗装の劣化が管理

水準に到達した時点で補修を実施することが最適とな

る．しかし，本研究では，調査間隔を年単位に設定し

ているため，リスク管理水準を 0.07未満にするために
は実行可能解が存在しない結果となっている．大規模

調査間隔を年単位で設定する場合，リスク管理水準を

0.07未満にするためには，臨界的健全度を i∗(ξ) = 6以
下に設定することが必要となる．すなわち，リスク管

理水準として 0.07未満の値を目標値として設定した場
合は，予防的保全政策を採用しなければならない．あ

るいは，事後的保全政策を採用する場合，リスク管理

水準を 0.07未満にするためには，調査間隔を 1年未満
にすることが必要となる．しかし，同一の年度内に大

規模調査を複数回実施することは，調査業務の実際上

現実的でないばかりか，LCCの急速な増加を招くこと
になる．そこで，以下では拡張モデルを用いて，追加

調査・補修政策の導入効果を分析することとする．

(4) 拡張モデルの分析結果

拡張モデルでは，2種類の臨界的健全度 i∗(ξ̂)，i∗∗(ξ̂)
を導入し，1)直ちに補修行為を実施する (i ≥ i∗(ξ̂)の場
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図–8 リスク－費用管理曲線（拡張モデル）

合)，2)次回の定期調査まで補修をしない (i < i∗∗(ξ̂)の
場合)，3) 劣化過程を追跡調査し，必要があれば補修を
実施する (i∗∗(ξ̂) ≤ i < i∗(ξ̂)の場合)という 3種類の補
修政策を考える．ただし，i∗(ξ̂) = i∗∗(ξ̂)の場合には，
追加調査・補修は実施されず，1)直ちに補修行為を実施
する (i ≥ i∗(ξ̂)の場合)，2) つぎの定期調査まで調査・
補修を実施しない (i < i∗(ξ̂)の場合)という 2種類の補
修政策を考える．さらに，分析ケースとして，1) 直ち
に補修を実施する臨界的健全度を i∗(ξ̂) = 7に固定し，
追加調査・補修を実施する臨界的健全度を i∗∗(ξ̂) = 3か
ら i∗∗(ξ̂) = 6の間で変化させるケース，2) i∗(ξ̂) = 6に
固定し，i∗∗(ξ̂) = 3から i∗∗(ξ̂) = 5の間で変化させた
ケースを設定した．図–8は，これらの 2つのケースを
対象としてリスク管理水準と LCCの関係を分析した結
果を示している．同図には，基本モデルで算出した費

用最小政策も併記している．なお，追加調査・補修政策

における路面性状調査の実施間隔は，基本モデルと同

様に，1年から 10年の 1年刻みで変化させている．た
だし，実施間隔が 1年の場合の追加調査は，6ヶ月後に
1回実施するものとする.拡張モデルの場合も，基本モ
デルと同様に，リスク管理水準が向上すれば，路面性

状の調査頻度を増加させることが必要となり，LCCの
増加を招く結果となっている．しかし，拡張モデルの場

合，基本モデルの場合よりも，リスク管理水準と LCC
のトレードオフの関係はより平坦になっている．すな

わち，リスク管理水準を増加させても，きめ細かい追

加調査・補修政策を導入することにより，LCCの増加
を抑制することが可能である．リスク管理水準が 0.04
より大きい場合，臨界的健全度を i∗(ξ̂) = 7に設定 (事
後的保全政策を採用) することにより LCCを最小化す
ることができる．リスク管理水準が 0.07の場合，路面
性状調査の実施間隔は r∗∗ = 3年となる．基本モデル
の場合，上述したように，同一のリスク管理水準 0.07
を達成するためには，毎年の路面性状調査が必要とな
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図–9 リスク－費用管理曲線（拡張モデル・i∗(ξ̂) = 7）
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図–10 リスク–費用管理曲線（拡張モデル・i∗(ξ̂) = 6）

る．すなわち，追加的調査・補修を実施することによ

り，最適路面性状調査の間隔を 1年から 3年に延長す
ることが可能となる．基本モデルの場合と同様に，リ

スク管理水準を 0.04以下に設定するためには，臨界的
健全度を i∗(ξ̂) = 6に設定し，予防的保全を実施するこ
とが必要となるが，当然のことながら LCCは著しく増
加する．

図–9は，臨界的健全度を i∗(ξ̂) = 7に設定した場合
を想定し，リスク管理水準が 0.2以下の範囲に焦点を絞
り，リスク管理水準と LCCの関係を分析した結果を示
している．基本モデルの場合，リスク管理水準を 0.1以
下に抑えるためには，路面性状調査を少なくとも毎年 1
回実施することが必要である．これに対して，拡張モデ

ルの場合には，路面性状調査を 4年間隔で実施するとと
もに，追加調査・補修政策を毎年実施することにより，

リスク管理水準を 0.1以下に抑えることが可能である．
この場合，臨界的健全度を i∗∗(ξ̂) = 3から i∗∗(ξ̂) = 5
の間で設定することとなる．さらに，基本モデルの場合

に比べて，若干の費用削減効果が見られる．高速道路
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図–11 リスク–費用管理曲線（時間依存的ルール）

における舗装マネジメントでは，路面性状調査を 3年
に一度のペースで実施する場合が多い．しかし，事後

的保全政策を採用する限り，リスク管理水準を 0.07程
度にまで抑制することは不可能であることが判明した．

しかし，この場合でも，追加調査・補修政策を毎年行使

することにより，リスク管理水準を 0.04程度まで抑制
することが可能となる．図–10は，同様に i∗(ξ̂) = 6の
ケースについて，リスク管理水準 0.02～0.06付近を拡
大したものである．基本モデルの場合，予防的保全政

策 i∗(ξ̂) = 6を導入することにより，リスク管理水準を
0.04未満に抑制することが可能になっている．しかし，
図–9と図–10を比較すると，臨界的健全度を i∗(ξ̂)を
7から 6へ変更することにより，LCCが増加すること
が理解できる．これは，補修費用と比較して調査費用

が相対的に小さいことによるものであり，リスク管理

水準 0.04を達成するためには予防的保全 i∗(ξ̂) = 6を
実施するよりも，事後的保全政策 i∗(ξ̂) = 7を採用し，
追加調査を実施する方が，LCC最小化という観点から
は望ましい結果となっている．

(5) 調査便益の分析結果

次に，路面性状調査および追加調査・補修政策を実施

することによる経済便益 (純便益) を分析する．図–11

は，式 (41),式 (42),式 (43)に従って算出した時間依存
的ルールを採用した場合におけるリスク–費用管理曲線
を示している．同図には，状況依存的ルールとして，基

本モデルにおけるリスク–費用管理曲線を併記している．
時間依存的ルールの補修間隔 r◦ は，5年から 15年の
間で 1年刻みで変化させている．時間依存的ルールの
場合，状況依存的ルールと同様に，LCCとリスク管理
水準の間のトレードオフの関係が明確に示されている．

状況依存的ルールの場合と比較すると，いずれのリス

ク管理水準を所与とした場合においても，時間依存的

図–12 路面性状調査の経済便益

図–13 追加調査の経済便益

ルールの LCCが大きい．つまり，路面性状調査を定期
的に実施し舗装の補修政策を状況依存的ルールとする

ことによって，LCCの大幅な削減が実現することが示
された．リスク管理水準が高い (リスク管理水準U が小

さい) 範囲で，LCCの削減額は大きく，リスク管理水
準 U が増加するにつれて，LCCの削減額が小さくなっ
ていることが読み取れる．すなわち，リスク管理水準

を高度に保つことを目的とする場合，路面性状調査の

経済価値が大きくなることが理解できる．式 (45)を用
いて各リスク管理水準値における路面性状調査を実施

することによる経済便益を算出した結果を図–12に示

す．一方，図–13は，追加調査を実施することによる経

済便益を，式 (49)を用いて算出した結果を示している．
リスク管理水準が小さい範囲では，追加調査の経済便

益が相対的に大きな値を示す一方，リスク管理水準が

0.2以上の範囲では，追加調査は実施されず，追加調査
の経済便益は定義されない．拡張モデルを用いて求め

たリスク管理水準別の最適調査・補修政策を，表–2に

一括して示している．これらの分析結果より，リスク

管理水準を 0.1以下の厳しい値に設定する場合におい
て，追加調査・補修政策が有効であることが示された．

リスク管理水準が 0.2以上の場合は，基本モデルの最適
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表–2 最適調査・補修政策 (拡張モデル)

リスク管理 最適調査 定期調査 臨界的健全度

水準 U 政策 間隔（年）r i∗ i∗∗

0.01 追加 1 6 5
0.05 追加 1 7 6
0.1 追加 4 7 5
0.2 基本 3 7 -
0.3 基本 4 7 -
0.4 基本 6 7 -
0.5 基本 9 7 -
0.6 基本 10 7 -

解が拡張モデルの最適解と一致し，追加調査・補修政

策は実施されない．

7. おわりに

本研究では，道路管理者が設定する舗装サービス水

準に関する所与のリスク管理水準の下で，補修費用，お

よび調査費用で構成されるライフサイクル費用の最小

化を達成するような調査間隔や舗装の補修戦略を求め

る方法論を提案した．具体的には，舗装の劣化過程を

マルコフ劣化予測モデルで表現するとともに，所与の

リスク管理水準の下でライフサイクル費用を最小にす

るような調査間隔と補修戦略を同時に決定する最適調

査・補修モデルを定式化した．また，定期的な調査・補

修政策と場所を限定した追加調査・補修政策を同時に

決定する拡張モデルを提案した．さらに，路面性状調

査を定期的に実施する経済便益は，舗装の補修政策を

時間依存的ルールから，状況依存的ルールに変更する

ことにより得られる経済便益であることを指摘し，定

期調査および追加調査の経済便益を計測する方法を提

案した．最後に，現実の高速道路を対象とした適用事

例を通じて，本研究で提案した方法論の有効性を実証

的に分析した．しかしながら，本研究で提案した方法

論の有用性を高めるためにいくつかの研究課題が残さ

れている．第 1に，追加調査・補修政策に関しては，本
研究でとりあげた方法以外にも多様な方法が考えられ

る．たとえば，本研究では毎期ごとに追加調査を実施

することを想定したが，追加調査の間隔を 2期以上に
設定することも可能である．このような拡張は，基本

モデルに内蔵するサブマルコフ決定モデルの定式化を

修正することにより対応できる．第 2に，本研究では
対象とする路線が，ほとんど同一の舗装特性や交通特

性を有する区間で構成される場合を想定している．こ

のため，単一のパフォーマンスカーブを用いた最適調

査・補修モデルを定式化した．対象とする路線が，多様

な舗装構造や道路特性を有する区間で構成される場合，

道路区間の異質性を考慮した最適調査・補修モデルを

開発することが必要となる．第 3に，本研究の適用事

例では単一の路線を対象として，調査・補修政策を検

討した．今後は，複数路線を対象として，実用的な路

面性状調査の計画方法論を開発することが必要である．

第 4に，本研究で提案した最適調査・補修モデルは，若
干の修正により，舗装以外の土木施設のアセットマネ

ジメント問題に適用可能である．特に，補修工法に多

様性がある場合，補修政策の数が膨大になるため効率

的な解法を開発することが必要である．
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